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東日本大震災被災地では、発災後、地域モビリティ確保に向けた様々な取組がみられた。これらの多くは、

各地域の状況に合わせた緊急的な対応として、行われたものである。 

近い将来、東海・東南海・南海地震等の大規模災害が懸念されるなかで、災害時においても地域モビリティ

を円滑に確保するためは、各地域において事前の取組が必要であると考えられる。 

本稿は、東日本大震災後の災害に備えた取組状況・事例等を収集し、地域における取組の実践に係る知見を

整理し、これを基に、災害の備えに対する意識喚起のための情報提示方法や、具体の取組着手に必要な情報

といった平常時から『災害時も』考慮した地域における取組の実践に資する工夫・ノウハウをとりまとめた

ものである。 

 

Key Words : the Great East Japan Earthquake , risk management, emergency 

ｍanagement,regional disaster prevention plan, local mobility 

 

 

1． はじめに 

東日本大震災被災地では、発災直後から、地域の

モビリティ確保に向けた様々な取り組みが行われた

ことから、平常時と同様に、災害時においてもモビ

リティの重要性が認識された。 

平成 23年度には、被災地の取り組みから得られた

知見から災害時のモビリティ確保の基本的な考え方

や必要な対策について、内容・手順を整理し、「地

域のモビリティ確保の知恵袋 2012～災害時も考慮

した『転ばぬ先の杖』～」（以下、知恵袋 2012）と

してとりまとめた。 

知恵袋 2012 は災害時の取り組みを基に作成した

ものであり、地域における事前の取り組みにより役

立つものとするためには、具体の地域における事前

の取り組み事例等を踏まえた検証が必要であると考

えた。 

本稿は、災害時のモビリティ確保に向けた事前の

取り組み事例の調査や知恵袋 2012 に関するアンケ

ート調査等を行い、これらから得られた知見を基に、

平常時から『災害時も』考慮した地域における取り

組みの実践に資する工夫・ノウハウを整理したもの

である。 

また、本稿は、国土交通省 総合政策局 総務課

の「平成２４年度 総合的なモビリティ確保施策の

共有化に関する検討調査」の成果の一部を報告した

ものであり、検討の成果は、「地域のモビリティ確

保の知恵袋 2013～災害時のモビリティ確保に向け

た取り組みのススメ～」（以下、知恵袋 2013）とし

て、とりまとめた。 

 

2． 事前の取り組み等に関する調査 

災害時のモビリティ確保に関する事前の取り組み
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関する知見や知恵袋 2012 の課題を把握するために、

具体の地域におけるケース・スタディ、事例調査や

知恵袋 2012 に対するアンケート調査等を行った。調

査にあたっては、「総合的なモビリティ施策の共有

化に関する勉強会」を開催し、学識経験者等からご

指導・ご助言を頂いた。 

 

（1）具体の地域におけるケース・スタディ 

地域における事前の取り組みに関する工夫・ノウ

ハウや知恵袋 2012 に対する評価等を把握するため、

青森県八戸市及び愛知県田原市における災害時のモ

ビリティ確保に向けた事前の取り組みについて、検

討の過程や成果などを調査した。 

表- 1 ケース・スタディ地域の取り組み概要 

地域名 取り組み概要 

青森県 

八戸市 

・東日本大震災での経験を踏まえ、今

後の災害への備えに取り組む 

・地域公共交通会議の下部組織に「災

害時公共交通対策検討分科会」を設

置し、災害時対応等の検討 

・「災害時公共交通行動指針」を策定 

愛知県 

田原市 

・南海トラフ巨大地震の想定を受け、

地域防災体制の再構築に取り組む 

・「公共交通分野における災害時連携体

制確立検討会」を設置し、災害時対

応の検討に着手 

 

（2）各種アンケート調査 

知恵袋 2012 に対する評価、地域における災害時の

モビリティに対する認識や実際の取り組みにおける

問題・課題等を把握するため、以下のアンケート調

査を実施した。 

表- 2 アンケート調査の概要 

 調査概要 

①知恵袋2012に

関するアンケ

ート調査 

対象：災害時知恵袋の配布先等 

内容：知恵袋 2012 の読前・読後

の災害時のモビリティ確保に対

する認識、知恵袋 2012の評価等 

②宮崎県内自治

体に対するア

ンケート調査 

対象：宮崎県内自治体の交通担当

者、防災担当者 

内容：これまでの災害対策への関

わり、災害対策の取り組み状況、

知恵袋 2012 の読前・読後の災害

時のモビリティ確保に対する認

識、知恵袋 2012の評価等 

③八戸市災害時

公共交通対策

分科会の構成

員に対するア

ンケート調査 

対象：八戸市災害時公共交通対策

分科会の構成員 

内容：具体の取り組みにおける問

題・課題等 

 

（3）東日本大震災を踏まえた交通分野における取

り組み事例調査 

交通分野の事前の取り組み参考とするため、東日

本大震災以降の交通分野における災害に係る取り組

みの事例を収集した。 

平常時の交通サービスに災害時の活用方法も想定

したものや災害時に公共交通を確保するための各種

施策を検討するものなどがある。 

表- 3 収集事例（例） 

 災害時のﾓﾋﾞﾘﾃｨ確保に係る内容 

牛久市地域公

共交通連携計

画(H24.3) 

新設するバス路線（鉄道駅アクセ

ス）について、鉄道運休時の鉄道

代替バスとして活用することを想

定 

福島公共交通

活性化基本計

画(H24.3) 

施設の復旧、情報の収集・提供、

代替交通手段の確保、避難者への

移動手段の確保といった災害時に

公共交通を維持確保するための各

種施策と役割分担を提示 

 

（4）他分野等における取り組み・ガイドライン等の

事例調査 

対象とする災害、地域防災計画との関係など事前

の取り組みについての考え方等の参考とするため、

地域防災計画、他分野における災害対策事例やこれ

らの作成のためのガイドライン等の事例を整理した。 

表- 4 他分野の BCP等と地域防災計画との関係（例） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

名称 作成 対象 計画・マニュアルと地域防災計画の関係

学校防災マニュアル～安
心・安全な学校づくりの
ために～

埼玉県教
育委員会

県立
学校

地方公共団体におけるＩ
ＣＴ部門の業務継続計画
（ＢＣＰ）策定に関する
ガイドライン

総務省 市町村

下水道BCP策定マニュア
ル（地震編）

国土交通
省都市・
地域整備
局下水道
部

市町村

地域防災計画

学校防災

ﾏﾆｭｱﾙ

地域防災計画で定

められた機関の対

応に関するマニュ

アル

(学校の役割)

地域防災計画

ＩＣＴ部

門の業務

継続計画

地域防災計画では想

定されていない自治

体が深刻な被害を受

けることを想定した

計画（地域防災計画と

別の計画と位置付けるこ

とが必要なのではなく、

その中で充実を図るとい

う考え方が望ましい）

(災害対応に必

要なシステム)

被災

地域防災計画 下水道BCP

大規模災害時に対

応に必要なリソー

スが被災し、制約

がある場合の計画

として位置づけ

（地域防災計画の

特別版）

災害

発生

リソースに

制約なし

リソースに

制約あり
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（5）東日本大震災被災地の現状調査 

復興期における取り組みの特徴等を把握するため、

東日本大震災被災地における復興に向けた交通分野

の取り組み事例を整理した。まちづくりへの対応や

既存交通サービスの改善・新規サービスの提供など

平常時のモビリティ確保に向けた取り組みと考え方

が応用できると考えられる取り組みが多い。 

a）復興計画における地域モビリティの位置づけ 

鉄道等の被災施設の復旧のほか、バス等につい

ては仮設住宅等における生活の足の確保も含め、

復興の段階に合わせた取り組みを位置付けてい

る。 

b）個別の取り組み 

 （鉄道の復旧に向けた取り組み） 

被災した路線ごとに復興調整会議を設置し、復

旧に向けた検討が行われている。 

被災した路線では、バスによる代替又は振替輸

送が行われている。一部路線では、仮復旧として

BRTによるサービス提供も行われている。 

 （バス・タクシー等の取り組み） 

仮設住宅等における生活の足の確保に向け、既

存交通サービスのルート等の変更やデマンド交

通の導入などの取り組みが行われている。 

また、仮設商店街の開設など地域の復興に合わ

せた運行経路の見直しなども行われている。 

 

3． 災害時のモビリティ確保に向けた事前の取

り組みの実践に向けた知恵袋 2012の課題 

主にケース・スタディ地域における検討やアンケ

ート調査から得られた意見を基に、各地域における

事前の取り組みの支援という視点から知恵袋 2012

の課題を整理した。 

 

①大規模災害を経験していない地域の方々が危

機感を持つような情報提示が必要 

アンケート調査では、災害時のモビリティ確保

の必要性を認識する一方で、具体に事前の取り組

みを行っている自治体は少なかった。また、ケー

ス・スタディ地域では、大規模な災害の経験がな

ければ、災害時の交通対策の必要性を認識するの

は難しいとの意見が挙げられた。 

こうしたことから、大規模災害を経験していな

い地域の方々が危機感を持つような情報提示が

必要と考えられる。 

 

②災害に対する備えの必要性を分かりやすく提

示が必要 

ケース・スタディ地域では、交通分野において

は関係機関が連携した災害対応に対する認識が

高くはないという意見があげられた。また、アン

ケート調査では、自治体の交通施策担当者は事前

の取り組みに対する意識が防災施策担当者と比

較して、低い傾向にあった。 

こうしたことから、災害に対する備えの必要性

や考え方を分かりやすく提示することが必要と

考えられる。 

 

③実際に取り組む交通担当者の立場に立った情

報提示が必要 

ケース・スタディ地域では、知恵袋 2012 に対

して、災害時に対応は分かるが、事前にどのよう

に取り組めばよいか分からないという意見があ

げられた。また、アンケート調査では、知恵袋 2012

を読んでも、読者が事前の取り組みについて具体

的なイメージを持つまでには至っていない。 

こうしたことから、実際に取り組む交通担当者

等の立場に立った情報提示が必要と考えられる。 

 

④災害との関わりが薄い交通担当者にも分かり

やすい情報が必要 

アンケート調査では、災害対策との関わりが薄

い交通担当者が多かった。ケース・スタディ地域

では、具体的な事前の取り組み事例があるとよい

との意見があげられた。 

こうしたことから、災害との関わりが薄い交通

担当者にも分かりやすい情報が必要と考えられ

る。 

 

⑤災害時の地域の状況をイメージしながら、対策

検討に取り組める方法の提示が必要 

アンケート調査では、災害による交通への影響

をあまり把握していない自治体の交通施策担当

者が多い。 

ケース・スタディ地域では、災害時の対応を検

討する上で、場面設定が重要であるとの意見が挙

げられた。 

こうしたことから、災害時の地域の状況をイメ

ージしながら、対策検討に取り組める方法の提示
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が必要と考えられる。 

 

4． 知恵袋 2013の作成 

上記までの調査結果を踏まえ、「地域のモビリテ

ィ確保の知恵袋 2013～災害時のモビリティ確保に

向けた取り組みのススメ～」（以下、知恵袋 2013）

を作成した。 

 

（1）作成方針 

3.を踏まえ、以下の方針により知恵袋 2013を作成

した。 

 

方針１：災害の備えに対する意識喚起のための情報

を提示 

大規模な災害を経験していない地域の方々の

意識を喚起するために、災害時のモビリティの役

割や事前に備えの必要性等を提示した。 

具体的には、災害時対応全体の流れの中での地

域のモビリティ確保の位置づけ（図- 1）や災害

時に想定される制約条件等を提示した。 

 

図- 1 地域のﾓﾋﾞﾘﾃｨ確保の災害時対応全体の中での位置づけ 

 

方針２：災害時も考慮した取り組みの考え方を提示 

災害時も念頭に置きながら、平常時のモビリテ

ィ確保と災害に備えた対策の双方に取り組んで

いただけるよう、災害時対応の特性を踏まえた取

り組みの考え方を提示した。 

具体的には、災害時対応に必要な要素とそのた

めに必要な取り組みの考え方（図- 2）を提示し

た。 

  

 

●災害に備えた事前の取り組み 

～災害に対応した仕組みを作る～ 

・必要なリソースの確認 

・災害時の対応の取り決め 

 

●平常時のモビリティに関する取り組み 

～災害を念頭に置いた取り組みを行う～ 

・交通事業者等との関係構築 

・災害時の活用を想定した取り組み 

リソース 

活用の 

仕組み 

リソース 

（人的・物的） 

■災害対応に必要な要素 

■取り組みの考え方 

災害時の円滑な 

対応のための仕組み 

人・組織や 

車両・燃料等 

災害に備えて、まず取り組んでほしいこと 関係機関と意識共有の場をつくる 

 

図- 2 災害時のﾓﾋﾞﾘﾃｨ確保に向けた取り組みの考え方 

また、具体的な取り組みの前段として行うこと

として、災害時の関係機関が連携した対応の必要

性について関係機関と意識を共有する場をつく

ることを提示した。 

 

方針３：交通担当者の立場に立った全体プロセスの

提示 

実際に取り組む交通担当者等が、検討の全体像

を把握できるよう、交通担当者の立場に立った取

り組みの全体プロセスを提示した。 

具体的には、取り組みを「１ 枠組みの設定」、

「２ 災害時の地域のモビリティに関するシナリ

オの作成」、「３ 対策の検討」、「４ 対策の定

着・改善」の４つの段階に分け取り組みの全体像

を提示した。 

１ 枠組みの設定

２ 災害時の地域のモビリティに関する
シナリオの作成

３ 対策の検討

どのような対策に取り組むか

災害時に地域でどのようなことが起こるか

災害時にどのように対応するか

災害時のより迅速・円滑な対応に向けて

４ 対策の定着・改善
 

図- 3 事前の取り組みのプロセス 

 

方針４：災害対策検討の前提として押さえておくべ

きポイントを提示 

災害対策に携わった経験のない方々にも、検討

すべき災害対策について具体的なイメージを持

ちながら検討を進められるよう、具体の対策検討
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の前提として押さえておくべきポイントを、事例

を交え解説した。 

具体的には、前提として押さえておくべきポイ

ントとして、「1)対象とする災害」、「2)対象と

する時期」、「3）取り組み体制」、「4）目指す

成果」の 4点（図- 4）について、解説した。 

 

どのような対策を検討するのか？ 

どのような体制で取り組むのか？ 

どのような災害・時期 

を対象とするのか？ 

4）目指す成果 

3） 取り組み体制 

１） 対象とする災害 

２） 対象とする時期 

 

図- 4 具体の検討に先立ち設定を検討すべき項目 

 

方針５：地域特性を踏まえた対策の検討方法の提示 

地域特性に応じた対策を検討できるよう、災害

時に発生する事態についてシナリオを作成し、交

通担当者が災害時の地域の状況をイメージした

上で、地域にとって必要な対策を検討する方法を

提示した。 

具体的には、既存のシナリオ等を基にした「災

害時の地域のモビリティに関するシナリオ」の作

成方法（図- 5）やシナリオを基にした検討事項

（図- 6）等を提示した。 

 

②既存の被害想定・シナリオや地域防災

計画を基に設定 

【既存資料】 

（既存シナリオ） （被害想定） 

【既往災害の事例】 

知恵袋 2012 

・東日本大震災被災地

における交通サー

ビス等の提供状況 

・資料編 

【災害時の地域のモビリティに関するシナリオ】 

①既存資料の収集 

③既往災害の事例を参

考に被害状況・対応

状況を基に推定 

発災後直ちに
発災直後～
24時間程度

24時間～
1週間程度

1週間～
1か月後程度

1か月後程度～

災害に伴う被害
状況

○通信ｲﾝﾌﾗの被害
○住宅の被害
○■■■■■■

○■■■■■■
○■■■■■■
○■■■■■■

○■■■■■■
○■■■■■■
○■■■■■■

○■■■■■■
○■■■■■■
○■■■■■■

○■■■■■■
○■■■■■■
○■■■■■■

他分野における
対応状況

○避難所の開設
○■■■■■■
○■■■■■■

○救護所の開設
○■■■■■■
○■■■■■■

○■■■■■■
○■■■■■■
○■■■■■■

○■■■■■■
○■■■■■■
○■■■■■■

災害に伴い発生
が想定される移
動ニーズ等

○避難所への移動
　　ニーズの発生
○■■■■■■
○■■■■■■

○通院ﾆｰｽﾞの発生
○■■■■■■
○■■■■■■

○■■■■■■
○■■■■■■
○■■■■■■

○■■■■■■
○■■■■■■
○■■■■■■

 

図- 5 災害時の地域のﾓﾋﾞﾘﾃｨに関するｼﾅﾘｵの作成方法 

 災害時の地域のモビリティに関するシナリオ 

➊災害時に必要なリソースの確認 

➋災害時の対応の取り決め 

施設の被害 

通信の状況 等 

移動ニーズ 等 

災害時対応に 

必要な要素 

リソース 

（人的・物的） 

リソース活用の 

仕組み 
 

図- 6 シナリオを基づく検討事項 

（2）全体構成 

災害の備えに対する意識を喚起し、取り組みの必

要性を認識してもらい、具体の検討に着手するため

に、まず、「Ａ 災害の備えに対する意識喚起のた

めの情報提示」を行い、次に、「Ｂ 具体の取り組

みに役立つノウハウの提示」した。 

「Ａ 災害の備えに対する意識喚起のための情報

提示」では、「１ 災害時のモビリティ確保の重要性」

において災害時のモビリティ確保の重要性を地域

（被災者）の立場から解説し、「２ 災害時のモビリ

ティ確保に向けた取り組みの考え方」で災害対応を

行う自治体や交通事業者にとって、平常時の取り組

みを含めた災害時のモビリティ確保に向けた必要性

を解説した。 

「Ｂ 具体の取り組みに役立つノウハウの提示」

では、具体的な検討の方法として、方針３で示した

４つの段階に分け、段階ごとに検討内容、方法等を

解説した。 

また、検討の参考となるよう参考資料編にはケー

ス・スタディ地域における検討過程と成果の概要を

提示した。 
 

Ｂ 具体の取り組みに必要な工夫・ノウハウ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ 災害時のモビリティ確保に向けた取り組みの必要性 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 災害時のモビリティ確保の重要性 

２ 災害時のモビリティ確保に向けた取り組みの考え方 

３ 災害時のモビリティ確保に向けた事前の取り組み 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参考資料編 

 

 

 

 東日本大震災被災地の復興に向けた取り組み 

ケース・スタディ地域における取り組み 

（検討過程と成果をまとめ） 

 

方針５：地域特性に応

じた対策の検討方法

の提示 

方針３：交通施策担当

者の立場に立った全

体プロセスの提示 

方針４：対策検討の前

提として押さえるべ

きポイントを提示 

方針２：災害時も考慮

した取り組みの考え

方を提示 

方針１：災害の備えに

対する意識喚起のた

めの情報を提示 

３-１ 枠組みの設定 

３-２ 災害時の地域のモビリティに関する 

シナリオの作成 

３-３ 対策の検討 

３-４ 対策の定着・改善 

災害時にこそモビリティが必要 

なぜ事前の備えが必要なのか？災害時対応に何が必要か？ 

どのように備えるか？ 

どのような対策に取り組むか？ 

災害時に何が起こるか？ 

災害時にどのように対応するか？ 

災害時の迅速・円滑な対応に向けて 

 

図- 7 知恵袋 2013の全体構成 

（3）見せ方の工夫 

読者に取り組みについて、分かりやすく伝え、ま

た具体的なイメージを持てるよう、次のような見せ

方の工夫を行った。 
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a）概要の提示 

要点を掴み、読み進められるよう、各章の概要、

それぞれの冒頭に記載した。 

また、幅広い関係者の意識喚起ができるよう、

知恵袋 2013 全体の概要を整理したＰＲ資料を巻

頭に掲載した。概要作成にあたっては、図・写真

やキャッチフレーズにより、視覚的に分かりやす

くなるよう配慮した。 
 

見開き（４頁） 概要版 

全体の概要 

要点 

本編 

・・・ 

 

要点 

個別内容 

各章の概要 

冒頭で本書の全

体概要を提示 

各章の概要を提示 
 

図- 8 概要と個別内容の関係 

b）図解による解説 

重要な考え方などを図解することにより、少し

でも分かりやすく、具体的にイメージできるよう

配慮した。 

災害

発生

災害時の地域のモビリティに関するシナリオ

災害に伴う

被害 等

他分野における

対応 等

発生が

想定される

移動ニーズ

通信インフラの

被害

災害時の

対応

通信の確保

住宅の被害

負傷者の発生 等

通院のための

移動手段の

提供

避難所の開設

救護所の開設 等

通院ニーズ

の発生

地震

発生

（例）

既存の被害想定・シナリオや

地域防災計画を基に設定

災害に伴う被害、

他分野における

対応 や既往災害

の事例から推定  
図- 9 図解の例 

c）事例による解説 

取り組み全体のプロセスを提示する中で、参考

となるケース・スタディ地域などの事例を適宜挿

入することにより、具体的な取り組みをイメージ

できるよう配慮した。 
参考事例・データ 【八戸市の取り組み】  

 公共交通にもたらされる被害状況を想定  

 

・八戸市災害時公共交通行動指針で

は、行動指針を適用する災害・被害

として、災害の種類・規模に加えて、

災害によって公共交通にもたらさ

れる被害の状況・規模を設定してい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜行動指針を適用する災害・被害＞ 

(2)行動指針を適用する災害・被害 

本行動指針は、以下のような災害もしくは被害が発生した場合にその適用を判断する。 

 

 ①災害の種類・規模 

 【地震】 

  ・震度 6弱以上を観測 

・震度 5弱、5強を観測し、大規模な被害が発生（発生するおそれ） 

・大津波警報、津波警報が発表 

・地震、津波により大規模な被害が発生 

【風水害等】 

・災害が広域にわたり発生（発生しつつある） 

・相当規模の災害が発生（発生しつつある） 

→ 台風、高潮、集中豪雨等異常降雨、豪雪による災害 

→ 海上、航空、鉄道、道路、危険物等の大規模な火事、大規模な林野火災による災害 

→ その他の異常な自然現象に伴う災害及び特殊な災害 

 

 ②被害の状況・規模 

 【地震】 

  ・主要バス路線となっている幹線道路網や鉄道が寸断（橋梁破損、土砂崩れ、建物倒壊、支障物

流入） 

・地震、津波により市街地の一部が消失するなど面的な被害が発生 

・大量の避難者または帰宅困難者が発生 

・被災により運行資源（車両、乗務員、燃料等）に不足が生じた場合  など 

 

【風水害等】 

・主要バス路線となっている幹線道路網寸断（橋梁破損、土砂崩れ、建物倒壊、支障物流入） 

・河川氾濫により市街地の一部が面的に浸水 

・石油コンビナートの屋外タンク爆発等により道路や鉄道が通行不能 

・局所的な集中豪雨による冠水や落雷による停電等  など 

【その他】 

・情報通信ネットワークが寸断 

・住民や観光客からの情報提供の問合せが殺到 

・事業者や行政が単独では対応が困難  など 

 

図- 10 事例の例 

 

5． おわりに 

以上、本稿では、昨年度とりまとめた知恵袋 2012

を踏まえ、具体の事前の取り組み事例などから得ら

れた知見を基に、災害時のモビリティ確保に向けた

事前の取り組みの全体像を提示することを試みた。 

本稿で示した内容は、一部地域の取り組み事例等

を基にとりまとめたことから、必ずしも体系的な整

理ができている訳はない。そのため、今後、より多

くの地域において取り組みが行われ、そこから得ら

れた知見を蓄積することで、体系的な整理・検討を

行う必要がある。 

本稿の成果としてとりまとめた知恵袋 2013 と昨

年度作成した知恵袋 2012が、災害時も考慮した地域

モビリティの確保に向けた取り組みの一助となれば

幸いである。 
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